
 

 

令和７年度 一般会計 第７号補正予算 概要 
（単位：千円） 

予算科目 事務事業 補正予算額 主な内容 担当所管 

総務費 防犯活動支援事務 77,718 

１ 防犯対策に係る防犯設備の設置及び物品購入補助金 77,718千円 
予算に到達したため令和7年9月16日をもって受付を終了したが、区内刑法犯認知件数は

依然として増加傾向にあるため、予算流用を行い、12月26日まで実施している。 
令和8年1月から3月までの期間も補助事業を実施することで、令和8年の区内刑法犯認知

件数の23区ワースト3脱却を図るべく、事業継続に必要な予算を計上する。 

危機管理課 

総務費 区民防災力向上推進事業 123,120 

１ 消火器及び住宅用火災警報器の購入に関する補助金 123,120千円 
令和7年度6月補正で予算を計上し、令和7年9月19日から令和8年1月31日までを実施期間

として開始した。事業開始以降、当初見込み以上の利用があることから、事業経費の増額補
正を行い、あわせて3月末まで事業期間を延長する。 

災害対策課 

総務費 本庁舎改修事務 △28,609 

１ 本庁舎南館・中央館トイレ改修工事設計委託（第1期） △21,109千円 
令和7年度から実施予定であったが、技術者不足等の理由から入札不調が二度続いたた

め、不調対策として債務負担を設定し、早期発注（2～3月）することで工期を確保する。つ
いては、令和7年度予算を皆減し、新たに債務負担を設定する。 

 
２ 本庁舎南館7階ほか2か所非常用電源供給設備整備工事 △7,500千円 

本工事の設計委託において、工事費の増額が明らかとなったため、令和7年度に計上した
前払い金分の予算を皆減し、債務負担を増額のうえ再設定する。 

庁舎管理課 

民生費 
障がい者自立支援給付費支給
事業 

417,350 
１ 障がい者自立支援給付費等の支給 417,350千円 

令和7年度上半期の実績が想定数を大きく上回ったことから、利用件数等を見直し、不足
額について予算を増額する。 

障がい援護課 

民生費 
介護保険事務 
障がい福祉事務 

212,732 

区内介護サービス事業所・障がい福祉サービス等事業所を対象に、物価高騰支援を目的とし
た区独自の特別給付金を支給する【下半期分（令和7年10月～令和8年3月分）】。 
 
１ 介護サービス事業所への物価高騰支援に係る区独自の特別給付金 158,801千円 
 
２ 障がい福祉サービス等事業所への物価高騰支援に係る区独自の特別給付金 53,931千円 

介護保険課 
障がい福祉課 

民生費 児童手当の支給事業 72,275 
１ 令和6年度児童手当交付金等の精算に伴う国・都への返還金 72,275千円 

児童手当の支給実績及び制度改正に伴う事務経費の確定に伴い、国・都への返還額が確
定したため増額補正する。 

親子支援課 



 

 

予算科目 事務事業 補正予算額 主な内容 担当所管 

民生費 出産費助成事業 57,639 

１ 出産費助成の増 57,639千円 
出産費用の総額と出産育児一時金などの差額に対し10万円を上限に助成を行う出産費助

成事業について、出産費用の上昇や申請勧奨による助成件数の増加等により不足する見込
みとなったため、増額補正する 

親子支援課 

民生費 

私立保育園の運営費助成事業 
公立保育園の管理運営委託事業 
認証保育所運営経費助成事業 
企業主導型保育事業 
地域型保育事業 
家庭的保育事業 
区立認可外保育室の管理運営委
託事業 

67,136 
１ 保育施設への物価高騰支援に係る区独自の特別給付金 67,136千円 

区内保育施設に対する物価高騰支援として、区独自で特別給付金を支給する【下半期分
（令和7年10月～令和8年3月分）】。 

私立保育園課 
幼稚園・地域保
育課 

産業経済費 産業振興関係施設改修事業 16,000 

１ 西加平ファーム新設工事 12,000千円 
令和7年度予算編成時は設計が未実施であったため前年工事の㎡単価を参考として概算

工事費を積算したが、今年度実施した設計によりフェンスの新規設置、給水管・汚水排水管
の配置変更、雨水排水管および宅地雨水桝の増設等の工事が必要となったため、補正計上
する。 

 
２ 扇ファーム新設工事 4,000千円 

測量及び設計の結果、土量が想定より多く、整地しても残土が発生してしまうことが判
明した。周囲への土壌流出防止のため、整地整備工事において不用となる土の処理費用を
補正計上する。 

産業振興課 

産業経済費 農地の維持・整備事業 7,338 
１ 未来に残す東京の農地プロジェクト補助金 7,338千円 

東京都から当事業の追加募集を行う旨の通知があり、区内農業者の希望を確認したとこ
ろ、防災兼用農業用井戸の整備について事業要望があったため、補助金額を補正計上する。 

産業振興課 

環境衛生費 
新型コロナウイルスワクチン
接種事業 

69,877 

１ 令和6年度東京都新型コロナワクチン定期接種特別補助事業補助金の精算に伴う都への
返還金 27,906千円 

 
２ 令和5年度新型コロナワクチン接種体制確保事業費国庫補助金の精算に伴う国への返還
金 41,971千円 

保健予防課 

環境衛生費 予防接種事業 63,219 

１ 令和6年度高齢者肺炎球菌ワクチン接種補助事業補助金の精算に伴う都への返還金 
14,113千円 

 
２ 令和6年度帯状疱疹ワクチン任意接種補助事業補助金の精算に伴う都への返還金 

32,811千円 
 
３ 令和6年度ＨＰＶワクチン男性接種補助事業補助金の精算に伴う都への返還金 16,295
千円 

保健予防課 



 

 

予算科目 事務事業 補正予算額 主な内容 担当所管 

土木費 都市建設関係施設改修事業 △62,855 

１ 神明南材料置場倉庫解体・新築その他工事、工事設計業務・監理委託 △62,855千円 
令和7年度に予定していた工事が技術者不足等の理由により2度契約不調となり、事業全

体のスケジュールが遅延している。 
令和8年度中に東京都への道路用地の引き渡しを確実に行うため、令和8年度に予定する

工事と合わせて発注し、令和7年度予算について減額するとともに、新たに令和8年度まで
の債務負担行為を設定する。 

道路維持課 

土木費 
コミュニティバスはるかぜ車
両等購入費補助金交付事業 

△56,250 
１ コミュニティバスはるかぜ車両等購入費補助金交付事業   △56,250千円 

今年度、補助金を活用予定であった事業者より、車両購入計画の変更に伴い、補助金を活
用しない見込みとなったとの連絡があったため、本補助金について、全額減額補正する。 

交通対策課 

土木費 公園等の整備事業 △29,600 

１ 竹の塚五丁目広場防球ネット設置工事 △30,000千円 
２ 竹の塚五丁目広場整備実施設計委託    8,400千円 

公園化に向けた整備工事の基本設計を進める中で、既存の防球ネットの風荷重に対する
安全率が、ＪＩＳ基準で推奨されている基準（2.0）より低い1.86であることが判明した。 
対応策を検討した結果、施設の長寿命化や工事施工の効率性から、継ぎ足しの嵩上げで

はなく、公園化に向けた整備工事（令和9年度実施予定）の中に防球ネットの建替えも含め
て進めることとなったため、防球ネット設置工事に係る予算を皆減するとともに、広場整
備実施設計委託に係る予算を前倒しで計上し、新たに債務負担を設定する。 

 
３ 千住柳町児童遊園防災井戸設置工事 △8,000千円 

工事に向けた設計を進める中で、発災時の停電でも初期消火に対応できるように、手押
しポンプから、町会・自治会で用意する発電機を接続できる電動ポンプに仕様を見直した
うえで、井戸整備を進めていくこととなった。ついては、当初工事費と決算見込額との差額
を減額補正し、新たに債務負担を設定する。 

パークイノベー
ション推進課 

土木費 鉄道立体化の促進事業 △21,000 
１ 竹ノ塚駅付近連続立体交差事業にかかる損失補償事業 △21,000千円 

令和7年度における補償対象家屋が当初の想定よりも少なかったため、不用額を減額補正
する。 

交通対策課 

土木費 密集市街地整備事業 △15,400 

１ 中川地区の推進事業業務委託 △15,400千円 
地震と火災に対する危険度が高い当地区の防災まちづくりについて、勉強会の運営やア

ンケート等を委託により実施する予定であったが、現時点では実施可能な対策案について、
東京都から正式に示されておらず、地域住民との対話を行うことが困難であることから、
令和7年度は委託を実施しないこととし、計上していた予算を減額補正する。 

建築防災課 

教育費 
 
私立幼稚園等園児保護者負担
軽減事業 

78,146 
１ 令和6年度子育てのための施設等利用給付交付金の精算に伴う国への返還金 78,146千円 

実績報告の結果、実績額が交付額を下回ったことにより返還金が生じたため、補正計上
する。 

幼稚園・地域保
育課 



 

 

予算科目 事務事業 補正予算額 主な内容 担当所管 

教育費 小・中学校施設の設備管理事業 55,170 

１ 区立学校校庭における地中金属物調査等作業委託 55,170千円 
学校校庭の安全点検については、文部科学省が指示する手順に従って既に実施している

が、令和7年6月の区内小学校における児童負傷事故を受け、さらなる安全確保を目指すた
め、専門業者による金属探知機を用いた安全点検を実施するための経費を補正計上する。 

学校施設管理課 

教育費 私立幼稚園助成費用負担事務 26,651 
１ 就学前教育施設への物価高騰支援に係る区独自の特別給付金 26,651千円 

私立幼稚園・私立認定こども園に対する物価高騰支援として、区独自で特別給付金を支
給する【下半期分（令和7年10月～令和8年3月分）】。 

幼稚園・地域保
育課 

教育費 小・中学校用務委託事業 △248,922 
１ 小・中学校用務業務委託契約差金の減 △248,922千円 

競争入札の結果、契約差金が生じたため、減額補正計上する。 
学校支援課 

教育費 学校ＩＣＴ推進事業 △130,620 

１ ＩＣＴ支援員派遣委託契約差金の減 △120,000 
契約方式をプロポーザルから競争入札へ変更し契約した結果、契約差金が生じたため、

減額補正計上する。 
 

２ ＬＴＥ通信用ＳＩＭの単価減に伴う通信費の減 △10,620 
入札の結果、契約差金が生じたため、減額補正計上する。 

学校ICT推進課 

  



 

 

令和７年度 国民健康保険特別会計 第２号補正予算 概要 
（単位：千円） 

予算科目 事務事業 補正予算額 主な内容 担当所管 

－ 
一般被保険者医療給付費支出

事務 
△89,482 

１ 東京都へ納付する令和7年度国民健康保険事業費納付金（医療給付費分）の納付額確定に
伴う減 △89,482千円 

国民健康保険課 

 
一般被保険者後期高齢者支援

金等支出事務 
44,401 

１ 東京都へ納付する令和7年度国民健康保険事業費納付金（後期高齢者支援金分）の納付額
確定に伴う増 44,401千円 

国民健康保険課 

 介護納付金支出事務 △51,757 
１ 東京都へ納付する令和7年度国民健康保険事業費納付金（介護納付金分）の納付額確定に
伴う減 △51,757千円 

国民健康保険課 

 


